
委 託 契 約 書 

 

 

１ 契約業務名   学生就職支援ＰＲブース装飾アイテム等製作委託業務 

 

２ 契 約 金 額   金       円 

          （うち取引に係る消費税および地方消費税の額 金     円） 

 

３ 契 約 期 間   年  月  日 から  年  月  日 

 

４ 契約保証金  金       円 

 

 福井県（以下「甲」という。）と、             (以下「乙」という。）とは、

次の条項により契約を締結する。 

 

この契約の締結を証するため、本書２通を作成し、甲乙記名押印の上、各自１通を保有す

るものとする。ただし、本書を電磁的記録で作成する場合は、甲乙が電子署名の上、各自そ

の電磁的記録を保有するものとする。 

 

年  月  日 

 

 

 

                       甲 

                  

 

 

                      乙 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



 

契 約 条 項 

 

（契約の要項） 

第１条 この契約の要項は、頭書のとおりとする。 

 

（委託業務の実施方法） 

第２条 乙は、別添「学生就職支援ＰＲブース装飾アイテム等製作委託業務」（以下「仕様

書」という。）および甲が必要に応じて指示する事項を遵守の上、誠実にこれを履行しな

ければならない。 

 

（調査等） 

第３条 甲は、必要があると認めるときは、乙に対し委託業務の処理状況について報告もし

 くは資料の提出を求め、または必要な指示を与えることができる。 

 

（権利義務の譲渡等の禁止） 

第４条 乙は、この契約によって生ずる権利または義務を第三者に譲渡し、または承継させ

てはならない。ただし、あらかじめ甲の書面による承認を得た場合は、この限りでない。 

 

（再委託の禁止） 

第５条 乙は、委託業務の処理を自ら行うものとし、業務の全部または一部を第三者に委託

し、もしくは請け負わせてはならない。ただし、あらかじめ甲の書面による承認を得た場

合は、この限りでない。 

 

（実績報告および検査） 

第６条 乙は、委託業務が終了したときは、速やかに仕様書に基づく報告書等を甲に提出し、

甲が命じた職員の検査を受けなければならない。 

２ 甲は、委託業務が仕様書に示すものに適合していないと認めるときは、期日を定めて業

務の手直しをさせることができる。この場合の費用は、乙の負担とする。 

 

（成果物の引渡し） 

第７条 乙は、前条に規定する検査に合格したときは、納入場所において遅滞なく成果物を

甲に引き渡さなければならない。 

 

（危険負担） 

第８条 前条の規定による引渡しの前に生じた成果物の滅失、損傷等にかかる負担は、甲の

責めに帰すべき理由による場合を除き、すべて乙の負担とする。 

 

（契約不適合責任） 

第９条 甲は、第７条の規定による引渡しの後、成果物がこの契約の内容に適合しない場合

には、乙の負担において成果物の修補、代替物の引渡しまたは不足分の引渡しによる履行

の追完を請求することができる。この場合において、甲が相当の期間を定めて履行の追完

を催告し、その期間内に履行の追完がないときは、甲は、その不適合の程度に応じて代金

減額の請求または契約の解除をすることができる。 

２ 前項の規定にかかわらず、甲は、第７条の規定による引渡しの後、成果物がこの契約の



内容に適合しない場合には、乙に対して損害を賠償させることができる。 

 

（委託料の支払） 

第１０条 乙は、第６条に規定する検査に合格した後、委託料の支払を甲に請求するものと

し、甲は、乙からの適法な請求書を受理した日から３０日以内に支払うものとする。ただ

し、甲が必要と認めるときは、契約金額を限度として前金払いをすることができる。 

２ 甲の責めに帰すべき理由により、前項の支払期限までに委託料を支払わない場合は、乙

は、甲に対して未受領金額につき、遅延日数に応じ、政府契約の支払遅延防止等に関する

法律（昭和２４年法律第２５６号）第８条の規定により定められた割合で計算した金額を

遅延利息として請求することができる。 

 

（履行遅延） 

第１１条 甲は、乙がその責めに帰すべき事由により契約履行期限までにその義務を履行し

ないときは、遅延日数に応じ、福井県財務規則（昭和３９年規則第１１号）第１８０条で

定める割合で計算した金額を遅延利息として徴収する。 

 

（契約の解除） 

第１２条 甲は、乙が次の各号の一に該当するときは、この契約を解除することができる。 

⑴  その責めに帰すべき理由によりこの契約に違反したとき。 

⑵ この契約を履行せず、または履行を継続することができないと認められるとき。 

⑶ 誠実に業務を履行する意思がないと認められるとき。 

⑷ 契約の履行につき、不正の行為をしたとき。 

⑸ 契約の解除を申し出たとき。 

⑹ 暴力団員による不当な行為の防止等に関する法律（平成３年法律第７７号）第２条第

６号に規定する暴力団員または同条第２号に規定する暴力団もしくは暴力団員と密接な

関係を有していると認められるとき。 

 

（違約金等） 

第１３条 第９条または前条の規定によりこの契約が解除されたときは、乙は、違約金とし

て委託期間全期間分の委託料の１００分の１０に相当する金額を甲に支払うものとする。

ただし、甲に違約金の額を超える損害が発生したときは、甲は、その超過額を請求するこ

とができる。 

２ 前項の場合において、契約保証金の納付またはこれに代わる担保の提供が行われている

ときは、甲は、当該契約保証金または担保をもって違約金に充当することができるものと

する。 

 

（損害賠償） 

第１４条 乙は、委託業務の履行に関し、乙の故意または過失により甲に損害を与えたとき

は、損害賠償の責めを負う。 

２ 乙は、委託業務の履行に関し、乙の故意または過失により第三者に損害を与えたときは、

当該第三者にその損害を賠償するなど適切な対応をするものとする。 

 

（著作権等権利の処理） 

第１５条 乙は、委託業務の履行に関し、第三者が有する著作権、特許権等の排他的権利を

契約保証金を免除する場合は、第２項は削除。 



侵害してはならない。 

２ 乙は、委託業務の実施上、前項の排他的権利を使用する必要がある場合は、その権利関

係を処理するものとする。 

３ 乙が、前２項の規定に反したことにより甲が損害を受けた場合は、甲は、乙に対して損

害賠償を請求することができるものとする。 

 

（秘密の保持） 

第１６条 乙は、委託業務実施中に知り得た秘密および甲の行政事務などで一般に公表され

ていない事項を他にもらしてはならない。 

２ 前項の守秘義務については、委託業務終了後および契約解除後においても同様とする。 

 

（情報セキュリティの確保）         

第１７条 乙は、委託業務の実施において、別紙１「情報セキュリティに関する特記事項」

を遵守し、情報セキュリティを確保するための必要な措置を講じる義務を負うとともに、

当該業務で知り得た各種情報についての守秘義務を負うものとする。 

２ 前項の守秘義務については、前条第２項の規定を適用する。 

 

（個人情報の保護） 

第１８条 乙がこの契約に関して取扱う個人情報については、個人情報の保護に関する法律

（平成１５年法律第５７号）を遵守しなければならない。 

２ 乙は、個人情報の取扱に関し、別紙２「個人情報取扱特記事項」を遵守しなければなら

ない。 

 

（グリーン購入） 

第１９条 乙は、事業の実施において物品等を調達する場合、福井県庁グリーン購入推進方

針（平成１３年４月２７日策定）に基づき、環境物品等の調達に努めるものとする。 

 

（疑義等の決定） 

第２０条 この契約に定めのない事項およびこの契約に関し疑義が生じたときは、甲乙協議

 して定めるものとする。 

 

（紛争等の解決） 

第２１条 この契約について訴訟等の生じたときは、甲の事務所の所在地を管轄する裁判所

を第１審の管轄裁判所とする。 

 

 

 

 

 

 

 

 



学生就職支援ＰＲブース装飾アイテム等製作委託業務仕様書 

 

１ 目的 

   県主催または大学内で開催される就活イベント等において、学生が「福井県ブースに 

立ち寄り、福井県内で暮らし、働くことについて情報収集したい」という動機を高め、

福井県へのＵＩターン就職や県内定着を促進するため、ＰＲツールとして使用する各種

装飾アイテム等を作成する。 

 

２ 業務の委託期間 

  契約締結日から令和８年３月３１日（火）まで  

 

３ 基本コンセプト 

  ・「福井で暮らし、働く魅力」が伝わる、イベント等で参加者の目を引くデザインおよび 

学生に届くキャッチコピーを提案すること。 

  ・福井県の県章やコミュニケーションマークは紺・青・緑がベースであるが、他自治体 

ブースとの差別化を図るため、イメージカラーは暖色系を中心に検討のうえ提案する 

こと。 

 ・デザインについては、メインデザインを作成し、各アイテムのデザインについては、

それぞれの規格等を考慮して、当該メインデザインを流用のうえ使用して構わない。

アイテムごとに異なるデザインを用いることも可能だが、アイテム間で統一感のある

デザインとすること。 

 ・メインデザインのほか、県内出身学生むけ、県外出身学生むけ、理系学生むけなど、

大学生の属性に応じたデザインを提案することが望ましい。 

 

 【参考①：ターゲット学生等】 

  ・年齢は大学１～３年生、または大学院１年生。男女比は半々だが、近年は女性の参加

割合が増えている傾向がみられる。 

・就活イベントは、福井、東京、名古屋、京都、大阪、石川において開催。 

・就活イベントへの参加目的については、県内在住学生の場合は県内就職を行うかどう

か、県外在樹学生の場合は地方へのＵＩターン就職をするかどうか、決めかねている、

もしくは漠然と就活イベントに参加する学生も多いことから、情報収集を目的に参加

する学生が多い。福井県外出身学生は、呼び込みにより「立ち寄ってみた」といった、

事前情報のない学生と、祖父母が福井県在住であるなど、何らか福井県と関係のある

学生の２パターンがある。 

  ・福井県出身学生のうち、福井で就職した理由として多いものは、「実家から通えて経済

的に楽」「家族の近くで生活したい」。県外へ進学した学生で、県内就職に興味を持つ

理由として多いものは、「ふるさとへの恩返しがしたい」。福井県外出身学生のうち、

福井県に興味を持つきっかけとなるフレーズとして多いものは、「１２年連続 幸福度

ナンバーワン」「北陸に興味がある」「新幹線で行ける府県のうち、○○業に携わりた

い」。 

・学生の特徴として、【都会の暮らしと福井の暮らし】や、【都会の企業と福井の企業】



を十分に情報収集し比較するのではなく、「給料が安そう」「男女の役割や価値観が固

定されていそう」「娯楽が少ない」「雪が嫌」「車社会が嫌」など、イメージのみで判断

している。福井県内の企業で働きながら世界や日本各地で活躍できることや、自己の

成長ができること、初任給のみではなくトータルで計算したときに福井で暮らすほう

が可処分所得が多い、ということを知ったうえで就活を行う学生は非常に少ない。 

 

 【参考②：使用用途】 

  県主催イベントや、大学内就活イベントでのブース出展に使用する。法被を除き、各 

アイテムは屋内でのみ使用。 

ブースサイズは W1800×D1800程度。 

 

  

 

４ 委託業務内容 

  以下に記載した業務内容とする。 

（１）PRブース装飾アイテム等の製作 

  以下の①～⑥のアイテムを製作すること。記載のサイズは参考であり「３ 基本コン

セプト」を参照し、就活イベントにおけるブース出展にふさわしいサイズ感とすること。  

なお、サイズ・素材については予め県と協議し、承認を得ること。 

  調査、校正、デザインなど製作に係る全ての経費を含む。 

 

① 椅子カバー 

サイズ：W460×H600程度 

素 材：現行の椅子カバーと類似のもの 

数 量：２０枚（２枚×５エリア）＋（１０枚） 

 その他：デザイン中にＱＲコードを掲載し、椅子カバーの後ろ側に座っている学生が、

スマートフォンで読み込み、福井県公式新卒学生向け就職情報サイト「291JOBS」

への登録を促す導線を盛り込むこと 

 



② テーブルクロス 

サイズ：W2920×H1300程度 

素 材：破れにくい素材で３～５年耐用できるもの 

数 量：２０枚（２枚×５エリア）＋（１０枚） 

 

③ 共通ユニフォーム 

サイズ：フリーサイズ 

素 材：色落ちしにくく速乾性があるもの 

数 量：２０着（２着×５エリア）＋（１０着） 

 その他：ユニフォームは、Ｔシャツやベスト、その他、都市部で暮らす学生から見ても 

違和感がなく、スタッフが好んで着られるユニフォームを提案すること 

 

④ バッグの製作  

 サイズ：Ａ４サイズの書類が複数入り、マチのあるもの  

 素 材：破れにくい素材で５kg程度の耐荷重があるもの  

数 量：２００枚   ※提案アイテムにより数量の調整は可 

 その他：バッグは、イベント当日のみならず、都市部で暮らす学生が、日常生活でも 

好んで使えるデザインや仕様を提案すること。福井の印象が残りつつ、日常 

生活で使えるスタイリッシュなデザインであることが望ましい。 

 

⑤ 学生配布用ノベルティ 

内 容：消しゴム 

数 量：１００個（１０個×１０か所） ※提案アイテムにより数量の調整は可 

その他：チラシとともに手配りがしやすいよう、個包装など、配布に配慮すること。 

    県の支援策を伝えるメッセージを入れること。 

 

⑥ 学生配布用ノベルティ 

内 容：ティッシュなど長期間利用でき、学生が手に取りやすいアイテム 

数 量：２，０００個（２００個×１０か所） ※提案アイテムにより数量の調整は可 

その他：県の支援策を伝えるメッセージを入れること。可能であれば支援策のデザイン 

    は数パターンあることが望ましい。 

 

（２）データ等の作成・納入 

上記で作成したアイテムに係るデザインについては、制作したロゴや画像、イラスト

等を移住促進の資料等で使用するため、以下のデータ等を作成し、納入すること。 

・①～⑥で製作するアイテムの各種デザインデータの PDFファイル 

・①～⑥で製作するアイテムの画像ファイル（イラストレーターで作成している場合

には、アウトラインがあるデータとアウトラインがないデータの２種類） 

 

 



（３）著作権の帰属 

作成されたアイテムに関しての著作権等の権利はすべて福井県に帰属するものとする。 

 

（４）その他 

  ・県担当者から業務に係る問い合わせや依頼があった場合には、速やかに対応すること。 

  ・必要な画像等の素材がある場合には、県担当者に問い合わせること。 

 

 

４ 報告 

・業務完了後は速やかに実績報告書を提出すること。 

・県担当者から業務に係る問合せや依頼があった場合には、速やかに対応すること。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



＜別紙１＞ 

情報セキュリティに関する特記事項 

 

 

（基本的事項） 

第１ 乙は、福井県情報セキュリティポリシーおよび以下の事項を遵守するとともに、個人情報

および業務上知り得た情報について守秘義務を負う。 

 

（作業場所の特定） 

第２ 乙は、業務の実施に当たり、作業場所を特定し、情報の紛失や外部への漏えいを防止でき

る環境で行わなければならない。また、特定した場所以外への情報の無断持ち出しおよび外部

送信を行ってはならない。 

２ 個人情報および甲が機密を要する旨を指定して提示した情報（以下、「機密情報」という。）

を取り扱う場合、作業場所は甲が指定した甲の施設内で行うものとする。ただし、作業の特性

上、乙の施設内で作業を行わなければならない場合は、作業場所・作業に使用する機器・作業

責任者および作業場所までの機密情報の搬送方法をあらかじめ甲に提出し承認を得なければな

らない。 

 

（甲の施設内での作業時における事項） 

第３ 乙が甲の施設内で作業を行う時は、福井県庁舎等管理規則を遵守しなければならない。 

２ 機密情報を取り扱う作業を行う場合、乙が使用する端末および記録媒体等は甲が貸与するも

のとし、乙はこれらを持ち込んではならない。ただし、乙が事前申請し甲が承認したものにつ

いてはこの限りではない。 

３ 乙は、甲の施設内で作業を行う場合、次の事項を遵守しなければならない。 

（１） 乙は、作業者および作業範囲等を明らかにした作業計画書を提出しなければならな

い。 

（２） 乙は、作業時に名札等を着用し、身分を明確に提示しなければならない。 

（３） 乙の発行する身分証明書を携帯し、甲の指示があった場合にはこれを提示しなけれ

ばならない。 

（４） その他、甲から指示がある場合はこれに従わなければならない。 

 

（緊急時対応） 

第４ 乙は、情報漏えい、滅失その他業務の遂行に支障が生じるおそれがある事故の発生を知っ

たとき、または生じるおそれのあることを知ったときは、速やかに甲に報告し、甲の指示に従

うものとする。 

２ 乙は、緊急時報告の手順を定めるとともに、甲に緊急時の連絡先を提出しなければならない。 

 

（作業者 IDおよびパスワード） 

第５ 乙は、次の各号に掲げる事項に留意して作業者 IDおよびパスワードを取り扱わなければな

らない。 



（１） 作業者 IDおよびパスワードを他の者に使用されないよう、厳重に管理すること。 

（２） 作業者 IDによるアクセスは必要最小限とすること。 

 

（目的外使用の禁止） 

第６ 乙は、業務にかかる資料、情報および情報資産のうち、甲から提供されたものおよびそれ

に基づき乙が作成したもの（以下、「関係資料」という。）を、甲の承認なく業務遂行以外の目

的に使用してはならない。 

 

（複写および複製の禁止） 

第７ 乙は、関係資料を甲の承認なく複写および複製してはならない。 

 

（情報資産の返還） 

第８ 乙は、業務終了後、関係資料のうち甲から提供されたものについては返還しなければなら

ない。 

 

（情報資産の廃棄） 

第９ 乙は、業務終了後、関係資料のうち成果物を除く乙が作成したものについては、速やかに

廃棄しなければならない。 

２ 前項の廃棄を行う場合、乙は情報の復元ができないよう完全に消去するなど適切に処理しな

ければならない。 

３ 乙は、第１項の廃棄を行った場合は、廃棄を行った日時、担当者名および廃棄の内容を記録

し、これを証明する書面を甲に対して提出しなければならない。 

 

（実地調査および指示等） 

第１０ 甲は、必要があると認める場合には、乙の作業場所の実地調査を含む乙の作業状況の調

査および業務の実施に係る乙に対する指示を行うことができるものとする。 

２ 乙は、前項の規定に基づき、甲から作業状況調査の実施要求または業務実施に係る指示があ

った場合は、これらの要求または指示に従わなければならない。 

 

（再委託先および再々委託先への適用） 

第１１ 乙が業務を再委託または再々委託する場合、この｢情報セキュリティに関する特記事項｣

は、再委託先および再々委託先に適用されるものとする。 

２ 再委託先および再々委託先における情報セキュリティに関する責任は、乙が負うものとする。 

 

 

 

 

 

 

 



＜別紙２＞ 

 

個人情報取扱特記事項 

 

（基本的事項） 

第１ 乙は、個人情報の保護の重要性を認識し、この契約による業務の実施に当たっては、

個人の権利利益を侵害することのないよう、個人情報を適正に取り扱わなければならない。 

 

（秘密の保持） 

第２ 乙は、この契約による業務に関して知り得た個人情報をみだりに他に漏らしてはなら

ない。この契約が終了し、または解除された後においても、同様とする。 

２ 乙は、この契約による業務に従事している者に対して、在職中および退職後において、

この契約による業務に関して知り得た個人情報をみだりに他人に知らせ、または不当な目

的に使用してはならないことその他個人情報の保護に必要な事項を周知するものとする。 

 

（個人情報保護のための措置） 

第３ 乙は、この契約による業務に関して知り得た個人情報について次に掲げる措置を講じ

なければならない。  

(1) 責任者および業務従事者の管理体制および実施体制の構築 

(2) 個人情報の管理の状況についての検査に関する体制の構築 

(3) その他個人情報の保護のために必要な措置 

２ 乙は、前項の規定により講じた措置について書面で甲に報告しなければならない。 

 

（収集の制限） 

第４ 乙は、この契約による業務を処理するために個人情報を収集するときは、契約の目的

の達成に必要な範囲内で、適法かつ適正な方法により収集しなければならない。 

 

（利用および提供の制限） 

第５ 乙は、この契約による業務に関して知り得た個人情報を契約の目的以外の目的に利用

し、または提供してはならない。この契約が終了し、または解除された後においても、同

様とする。 

 

（複写等の禁止） 

第６ 乙は、甲の承諾なしに次に掲げる行為をしてはならない。 

(1) 個人情報の複写・複製 

(2) 個人情報の送信  

(3) 個人情報が記録されている媒体の外部への送付または持出し  

(4) その他個人情報の適切な管理に支障を及ぼすおそれのある行為  

 

 



（再委託の禁止） 

第７ 乙は、甲の承諾があるときを除き、この契約による個人情報を取り扱う業務を第三者

（子会社（会社法（平成１７年法律第８６号）第２条第１項第３号に規定する子会社をい

う。）である場合も含む。以下同じ。）に委託してはならない。  

２ 乙は、甲の承諾を得て第三者に委託するときはこの契約において乙が講じることとされ

ている事項と同様の事項を当該第三者（以下「再委託先」という。）に遵守させなければな

らない。  

 

（個人情報の返還等） 

第８ 乙は、この契約の終了時に、この契約による業務を処理するため甲から提供を受け、

または自らが収集し、もしくは作成した個人情報について、直ちに甲に返還し、引き渡し、

廃棄し、または消去するものとする。ただし、甲が別に指示したときは、その指示に従う

ものとする。 

２ 乙は、前項の規定により個人情報を廃棄する場合は、当該個人情報が記録された媒体の

物理的な破壊その他当該個人情報を判読不可能とするのに必要な措置を講じなければなら

ない。 

３ 乙は、第１項に規定する個人情報の廃棄または消去を行った後、廃棄または消去を行っ

た日時、担当者名および廃棄または消去の内容を記録し、書面により甲に対して報告しな

ければならない。 

 

（調査等の実施） 

第９ 甲は、必要があると認めるときは、乙および再委託先以降の第三者がこの契約による

事務を処理するに当たり取り扱っている個人情報の管理の状況等について、調査または監

査を実施することができる。  

 

（事故報告） 

第１０ 乙は、この契約に違反する事態が生じ、または生じるおそれがあることを知ったと

きは、速やかに甲に報告し、甲の指示に従うものとする。  

 

（定期報告） 

第１１ 乙は、契約内容の遵守状況について、甲に対し定期的に報告しなければならない。  

 

 


